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本日の評価方法等について 

（第一部会） 

 

１ 評価の対象 

平成２８年度新規事項立て研究課題 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」、「国土

交通省政策評価基本計画」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価を行い、評価

結果を研究の目的、計画の見直し等に反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、国総研として実施すべ

きか、事前評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行います。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）研究課題の説明（１０分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明 

 

（２）研究課題についての評価（２０分） 

① 欠席の委員から事前に伺っている意見の紹介（事務局） 

  ＜資料４参照＞ 

② 主査及び各委員により研究課題について議論 

※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

③ 審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、主査に総括を行っていた

だきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シートをもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記するものとします。 
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（参考）研究評価委員会分科会（7 月開催）の開催日程  
○第１回 国総研研究評価委員会分科会（第二部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １０：３０～１２：００ 於：九段第三合同庁舎         

 

○第２回 国総研研究評価委員会分科会（第三部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １３：００～１４：３０ 於：九段第三合同庁舎 

  

●第３回 国総研研究評価委員会分科会（第一部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １５：００～１６：００ 於：九段第三合同庁舎 
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研究概要書：社会資本整備プロセスにおける現場生産性向上に関する研究 

 

 

研 究 代 表 者 名 ：防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント研究官 
関 係 研 究 部 ：防災・メンテナンス基盤研究センター 
研 究 期 間：平成２８年度～平成３０年度 
研究費総額（予定）：約６０百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 

 

１．研究開発の概要 

 建設技能労働者の高齢化や若年入職者の減少が進行するなか、良質な社会資本の持続的供給ならびに

増大する社会資本ストックの確実かつ効率的な維持管理のためには、より一層の効率化・省力化等によ

り建設生産システム全体の生産性を向上させることが喫緊の課題となっている。これまで国総研では、

コスト構造改善プログラム等を通じ、建設生産システムの効率化に取り組んできたが、現場の省力化と

いう観点からの検討が不足していた。そこで本研究では、土工や現場打ちコンクリート工など現場にて

多数の技能労働者を要している分野を対象に、省力化に資する技術（情報化施工技術、プレキャスト技

術等）を効果的に活用できるような建設生産システム（設計、施工、監督・検査等）を構築し、現場の

労働生産性向上に寄与する。 

 
２．研究開発の目的・目標 

土工に関しては、工事全体の可視化を実現する技術を活用したマネジメント手法に関する業務プロセ

スモデルの構築、当該技術のコア技術である多点観測技術の適用ルールの整備、及び当該技術を活用し

た監督・検査等施工管理の合理化を通じて、当該技術の社会実装による土工の生産性向上を実現する。 

また、現場打ちコンクリート工に関しては、プレキャスト等省力化技術の効果を評価する手法・基準

案（施工性指標等）を開発し、その考え方を設計・積算基準（部材の標準化、工期短縮等を勘案した積

算手法）等へ反映させ、省力化技術の導入促進を図る。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
「ロボット新戦略」（平成２６年１月日本経済再生本部決定）において、３次元位置情報を基盤とし

た情報基盤開発及びプレキャストの標準化等による建設生産システム全体の合理化が挙げられている。

「また経済財政運営と改革の基本方針 2014」（2016 年閣議決定）や現在検討中の第４次社会資本整備重

点計画においても現場の生産性向上に向けた構造改革に関して議論されており、生産性向上の取組みの

必要性は高い。 

（効率性） 
現場での試行工事の実施や、現場事例の収集・分析、及び研究成果の普及を図るため、国土交通本

省（技術調査課、公共事業企画調整課）や地方整備局と密に連携し、効率的に取り組む。 

 

 

 

 

 

第 3 回（第一部会） 

資料 3 

－ 42 －



●研究の実施体制 

 国総研防災・メンテナンス基盤研究センターメンテナンス情報基盤研究室（全体可視化技術）およ

び建設システム課（プレキャスト技術）が主体となって基準類へ反映するための素案の検討を行い、

現場での試行工事の調整や現場事例の収集、ならびに要領、基準類の策定・改訂は、本省（官房技術

調査課、総政局公共事業企画調整課）で行う。 

また、本研究成果の活用に必要な技術開発（土工構造物の品質、プレキャスト製品の性能評価技術

等）は国立研究法人土木研究所が実施する。併せて、元の基準類策定時に連携した関係団体、業界団

体（（公社）日本道路協会、（一社）国土技術研究センター、（一社）日建連、（一社）全国コンクリー

ト製品協会、他）との意見交換等を行い、研究成果の実効性を高めるよう努める 
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●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、テーマ、分野等） 

実施年度 
総研究費 
約 60 

［百万円］

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 研究費配分

全体可視化技術の社会実装    

約 30 

［百万円］

省力化・効率化技術活用を図る設計、積算

手法の研究 

   

約 30 

［百万円］

 

（有効性） 
研究成果は監督・検査要領や土木構造物設計ガイドライン、土木工事積算基準等へ反映させることで、

現場での普及を図り、現場の生産性向上に寄与することができると考えられる。 

省力化技術を活用する際の評価手法

を反映させた設計・積算基準の検討 

プレキャスト技術、従来技術の評価手法の提

案および適用範囲の明確化、標準化の検討 

プレキャスト技術の活用

効果分析、将来予測 

可視化技術を活用したマネジメント手法に関する業務
プロセスモデルの構築 

 
合理的な監督・検査手法の開発 

多点観測技術の適用ﾙｰﾙ整理 
（計測ﾙｰﾙ整備） 

多点観測技術の適用ﾙｰﾙ整理 
（面的管理基準の整備） 
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研 究 名 社会資本整備プロセスにおける現場生産性向上に関する研究 

欠席委員からのご意見 

 ○研究意義は極めて高く、積極的に推進すべき課題です。実施にあたっては、現場生産性の向

上に関する世界的な動向をふまえ（ていると思いますが）、日本がこの分野のトップランナ

ーとなるような基準・要領・ガイドラインなどの作成を期待します。 

 

 

評価対象課題に対する事前意見 
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